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地産地消視点の都道府県別食料自給率の計測 
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Ⅰ  はじめに 

 

2000年度，我が国の食料自給率は 40％へと低下し，先進国の中では最低水準となった。さら

に，食に関する一連の事件が相まって，食と農の距離の拡大への危惧から，地産地消という言

葉が多くのメディアに登場するようになった。そこで本分析では，地域で生産された食料がど

の程度地域で消費されたかの指標として，地域食料自給率を計測する。 
このような指標として，農林水産省[1]が公表する都道府県別食料自給率がある。ここでの熱

量ベース自給率は，分母を「国民１人当たり供給熱量」，分子を「各都道府県の品目別生産量

に基づき配分した国産熱量を当該都道府県の人口で割算した熱量」としている。金額ベース自

給率は，分母を「食料の消費仕向額を各都道府県の人口に基づき配分した金額」，分子を「食

料の国内生産額を各都道府県の粗生産額に基づき配分した金額」としている。農水省も指摘す

るように，自県産がどの程度自県で消費されたかと言うより，各県の人口と食料生産のバラン

ス指標と言える。そこで本分析では，1995年都道府県産業連関表より，地産地消の視点からの

都道府県別食料自給率を計測する。以下，農水省が公表する自給率を生産力視点の自給率，本

分析が計測しようとする自給率を地産地消視点の自給率と呼ぶ。 
 

Ⅱ  計測モデル 

 
第１図に示すフードシステムを前提とした。左図は県内産農林水産物が県民の口に入る経路，

右図は県外産農林水産物が県民の口に入る経路を示す。ここで，県内食料最終需要額と均衡す

る農林水産物生産額（以下消費仕向額）を分母とし，その内の県内産（以下県内産消費仕向額）

を分子とすれば，地産地消視点の金額ベース自給率を求めることができる。また，消費仕向額

当たり供給熱量を分母と分子に掛算すれば，熱量ベース自給率を得ることができる。 

第１図 自給率計測の前提とするフードシステム 
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さて，農林水産物の消費仕向額を県内と県外に分けて計測する方法だが，本分析では地域間

産業連関分析よりアプローチした。(1)式の需給バランス式を仮定した。ここで言う地域とは，

分析対象となる都道府県（以下県内）とそれを除く国内（以下県外）で，添え字の R は県内，

N は県外を意味する。このモデルに登場する産業部門は農林水産業，食品製造業，外食業だけ

で，添え字の 1は「農林水産」，2は「食品製造」，3は「外食」を意味する。 
 
 
 
(1) 
 
 

Xi
Rは県内 i 部門生産額，Xi

Nは県外 i 部門生産額である。aij
RRは県内 i 部門から県内 j 部門へ

の投入係数，aij
RNは県内 i 部門から県外 j 部門への投入係数，aij

NRは県外 i 部門から県内 j 部門

への投入係数，aij
NNは県外 i 部門から県外 j 部門への投入係数である。また，Fi

RRは県内産 i 財
の県内最終需要額，Fi

NRは県外産 i 財の県内最終需要額，Fi
RNは県内産 i 財の県外最終需要額， 

Fi
NNは県外産 i 財の県外最終需要額である。Ei

RWは県内産 i 財の海外輸出額，Ei
NWは県外産 i 財

の海外輸出額である。注意してほしいのは，aij
NR，aij

NN，Fi
NR，Fi

NN には海外からの輸入分を含

むことである。そして，Mi(
wn)は海外産 i 財の輸入額で，Xi

Nから輸入額を控除し，需給バランス

をとるモデルである。つまり，競争輸入型国連関表の中に非競争輸入型県連関表を内包し，地

域間統合すれば競争輸入型国連関表となる。このモデルの特徴の第一は，食料産業以外の部門

が除かれていることである。食料産業は，食料だけではなく，工業製品の原料も産出するため，

食料以外の財の生産額を分析から除くためである。第二は，同様に，種子や飼料など中間投入

物の生産額を除くため，「農林水産」への投入係数が全てゼロとなっていることである。 
県内最終需要額と均衡する生産額を求める需給均衡産出高モデルは(2)式となる。右辺の分割

行列はレオンティエフ逆行列である。(2)式をX1
R*について解くと(3)式となり，県内産農林水

産物の県内消費仕向額を示す。第１項は生鮮食品としての仕向額（第１図に示す①），第２項

は県内「食品製造」経由仕向額②，第３項は県内「外食」経由仕向額③，第４項は県外「食品

製造」経由仕向額④，第５項は県外「外食」経由仕向額⑤である。また，(4)式を X1
N*につい

て解くと(4)式となり，県外産農林水産物の県内消費仕向額を示す。第１項は生鮮食品としての

仕向額⑥，第２項は県内「食品製造」経由仕向額⑦，第３項は県内「外食」経由仕向額⑧，第

４項は県外「食品製造」経由仕向額⑨，第５項は県外「外食」経由仕向額⑩である。 
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地産地消視点の金額ベース自給率（MFSRL）は(5)式より求めることができる。分子は県内

産消費仕向額，分母は消費仕向額を表す。熱量ベース自給率（CFSRL）は，X1
R*と X1

N*のそれ

ぞれに農林水産物の消費仕向額当たり供給熱量を乗じ，県内産供給熱量を X1cal
R*，県外産供給

熱量を X1cal
N*とすれば，(6)式より求めることができる。また，(2)式の県内最終需要額 Fi•Rに

代わり，最終需要合計額Fi•R+ Fi•N+ Ei•
W を代入すれば，農林水産物の県内生産額 X1

R**を求

めることができ，(7)(8)式より生産力視点の金額ベース自給率（MFSRP）および熱量ベース

自給率（CFSRP）を求めることができる。 

MFSRL = X1
R*/(X1

R*+ X1
N*) (5)  CFSRL = X1cal

R*/(X1cal
R*+ X1cal

N*) (6) 

MFSRP =X1
R**/ (X1

R*+ X1
N*) (7)  CFSRP =X1cal

R**/ (X1cal
R*+ X1cal

N*) (8) 
 

Ⅲ  自給率の計測 

 

さて，地域間連関表の生成にとりかかろう。第一に，県連関表を第１表に示すように部門分

類した。47全都道府県が産業連関表を作成しているが，統合小分類表（186部門前後）を公表

しているのは 13 都道府県で，残りは統合中分類表（93 部門前後）までしか公表していない。

したがって，小分類表の場合は部門統合し，中分類表の場合は「農林水産」を小分類に対応す

るように部門分割し（部門分割には，国表および 13都道府県の小分類県表の情報を用いた），

非食料部門を除いた。第二に，以上のように部門分類した県表と，対象県の要素を控除し同様

に部門分類した国表を組み合わせることで，(3)式の地域間連関表を生成した。ここでの重要な

仮定は，県内地域が県外および海外から移輸入する i 財は，どの部門で使われようがその需要

額の一定割合が移輸入としていることである。 

第１表 分析に用いた県連関表の部門分類 

分析用連関表 中分類表 小分類表 

農林水産 穀類，いも・豆類，野菜，果
実，その他食用作物 

耕種農業 穀類，いも・豆類，野菜，果実，その他食用作物，
非食用作物 

畜産 畜産・養蚕 畜産，養蚕 

特用林産 林業 育林，素材，特用林産 

漁業 漁業 海面漁業，内水面漁業 

食品製造 食料品 食料品 と畜，畜産食品，水産食品，製穀・製粉，めん・パン・
菓子類，農産保存食品，調味料類，その他 

飲料 飲料 酒類，その他飲料 

外食 飲食，宿泊 飲食，宿泊 飲食，宿泊 

生成された地域間連関表を用い，(3)(4)(5)(7)式より金額ベース自給率を求めた。ただし，

農水省が公表する金額ベース自給率との整合性をとるため，X1
R*およびX1

R**から飼料移輸入額

を控除した。結果は第２図に示すとおりである。第２図は，生産力視点の自給率が高い県の順

に並べ替え，生産力視点と地産地消視点の自給率を比較するように描かれている。また，各県の県

内産消費仕向額の全国総計を分子，各県の消費仕向額の全国総計を分母として求めた，全国的

にみた地産地消視点の金額ベース自給率は 21.0％であった。 
熱量ベース自給率は(6)(8)式より求めることができるが，そのためには農林水産物の消費仕
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向額当たり供給熱量の情報が必要である。そこで，食料需給表から得た i 財の国内供給熱量を

国表から得た i 財の国内消費仕向額で割算することでそれらを求めた。また，国産 i 財の供給

熱量（輸出分を含む）を i 財の国内生産額で割算することで，国産 i 財の消費仕向額当たり供

給熱量を求めた。そして，県外産供給熱量X1cal
N*およびX1cal

N**はX1
N*およびX1

N**に農林水産

物の消費仕向額当たり供給熱量を掛算し，県内産供給熱量 X1cal
R*および X1cal

R**は X1
R*および

X1
R**に国産農林水産物の消費仕向額当たり供給熱量を掛算して求めた。また，農水省が公表す

る熱量ベース自給率との整合性をとるため，「畜産」については，消費仕向額当たり供給熱量

を掛算し，さらに県別 TDNベース飼料自給率を掛算した。結果は第３図に示すとおりである。

また，各県の県内産供給熱量の全国総計を分子，各県の供給熱量の全国総計を分母として求めた，

全国的にみた地産地消視点の熱量ベース自給率は 8.8％であった。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Ⅳ  おわりに 

 

県内で生産され県内で消費される食料は，全国的には，金額ベースで20％強，熱量ベースで

10％弱にすぎなかった。また，第２図と第３図をみれば，生産力視点の自給率と地産地消視点

の自給率には高い相関がみられず，生産量の拡大がある程度の段階に達すると，多くの食料が

県外へ移出されることがわかる。その結果，地産地消視点の金額ベース自給率が 50％を超える

ことは稀である。同様に，地産地消視点の熱量ベース自給率が 20％を超えるのも稀である。 

また，地産地消視点の自給率が高い県を抽出するならば，金額ベースでは，大分，熊本，高

知，宮崎など日本列島の南に位置する県が多い。特に，大分と熊本は，生産力視点の自給率が

高くないにもかかわらず，地産地消視点の自給率が高いことは注目に値する。また熱量ベース

では，福井，福島，秋田など米の生産額が多い県が加わる。 
本分析は，自給率の計測に留まったが，より重要な課題は，地産地消を進めるためにはどの

ような施策が求められるかであり，これは今後の課題としたい。また本論文は，平成 14～16

年度科学研究費補助金（基盤研究(B)(1)日本を含むアジア諸国の食料自給率の動向と農業の対

応: 研究代表山口三十四）（課題番号 14360130）の研究成果の一部である。 

 

[1] 農林水産省『我が国の食料自給率：平成 13年度食料自給率レポートの食料需給表』2002 
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